
 

 

長野県に流通する農産物中の農薬残留実態及び令和元年度県民健康・ 
栄養調査に基づく農薬摂取量の推定（令和元年度～２年度）  
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妥当性評価試験を実施し，新たに妥当性が確認された農薬を追加して令和元年度から 2 年度までの 2 年間
に当所で行った農産物中の残留農薬の検査結果を，報告下限値 0.01ppm 未満で検出した農薬も含めて集計し
た．その結果，ボスカリドの残留が多くの農産物で認められる一方，輸入果実から頻繁に検出するクロルピ
リホスは国内産果実ではほとんどが痕跡レベルの検出に留まっている等，農薬の残留実態が明らかになった． 
また検出数が多かった農薬について，長野県民の最近の食品摂取状況が反映された令和元年度県民健康・

栄養調査に基づく食品の一日平均摂取量と検出した農薬の平均濃度から農薬の推定摂取量を算出し，許容一
日摂取量（Acceptable Daily Intake（ADI））と比較した．その結果，推定摂取量の ADI に対する占有率は
0.01%～1.30%であり，県民の日々の平均的な食品摂取では直ちに健康に影響が出る残留量ではないことが
推察された． 
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1 はじめに 
 
 当所では長野県内に流通する食品の安全性を確保
するため，県の食品衛生監視指導計画に基づき農産
物，畜産物等を対象に残留農薬検査を実施している．
食品中に残留する農薬等に関する試験法の妥当性評
価ガイドライン 1）（以下「妥当性評価ガイドライン」
という）に基づき，平成 24 年度より試験法の妥当性
評価試験を実施し，妥当性が確認できた項目で検査
を行ってきた 2)．しかし，使用された農薬の記録を
見ると，その使用状況は年々変化し，新たな農薬も
使用されてきている． 
そこで，防除暦等から使用されている頻度が高く，

過去に農産物試験法の妥当性評価試験で不適合とな
った農薬や，これまで評価が未実施の農薬について
妥当性評価試験を実施した．また県民健康・栄養調
査の食品摂取量を用いて流通する農産物からの農薬
摂取量を推定し，許容一日摂取量 3）（ヒトが一生涯
その農薬を毎日摂取し続けても健康に影響がないと
推定される 1 日当たり体重 1kg 当たりの量，以下
「ADI」という）と比較したので報告する． 

2 方法 
 
2．1 分析方法 

GC/MS 一斉分析は，食品に残留する農薬等の試
験法 4）の「GC/MS による農薬等の一斉試験法（農
産物）」に従った．LC-MS/MS 一斉分析は，同試験
法の「LC/MS による農薬等の一斉試験法Ⅰ（農産
物）」に従った．個別分析（GC）は，同試験法の「ア
セフェート，オメトエート及びメタミドホス試験法
（農産物）」に従った．それぞれの試験法の検査項目
を表 1 に示す．検査項目数は対象となる農産物によ
って異なり，最小は油脂を多く含む果実の 60 項目，
最大は穀類の 192 項目であった．検査結果の報告下
限値は一部農薬を除き 0.01ppm とした． 
 
2．2 測定機器 
GC/MS：(GC 部)アジレント・テクノロジー㈱製
6890N，(MS 部)日本電子㈱製 JMS-Q1000GC/K9 
LC-MS/MS：㈱島津製作所製 LCMS-8050 
GC：㈱島津製作所製 GC-2010Plus（検出器：FPD） 
 

 1 長野県環境保全研究所 食品・生活衛生部 〒380-0944 長野市安茂里米村 1978 
 2 現：長野県環境保全研究所 循環型社会部 〒380-0944 長野市安茂里米村 1978 
 3 現：長野保健福祉事務所 検査課 〒380-0936 長野市中御所岡田 98-1 
 4 現：長野保健福祉事務所 食品・生活衛生課 〒380-0936 長野市中御所岡田 98-1 
 5 現：退職 
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2．3 妥当性評価試験方法 
妥当性評価ガイドラインに基づき，果実について

はりんご及びオレンジ，野菜についてはほうれんそ
う，キャベツ及びばれいしょを代表農産物として用
いた．評価方法は試料 20g にそれぞれ 0.2µg，2µg の
各農薬を添加して，2 濃度（0.01ppm，0.1ppm）で
評価した． 
 
2．3．1 果実 

GC/MS 一斉分析により未評価の農薬についてり
んご及びオレンジで評価を行った．また，前回の妥
当性評価においてマトリックス効果の影響により回
収率が超過し，妥当性が確認できなかった農薬につ
いては，疑似マトリックスとしてポリエチレングリ
コール 300 の 1vol%アセトン溶液を最終試料溶液及
び標準溶液 1mL に対して 20µL 添加して測定する，
マトリックス添加法を検討した．なお，りんごにつ
いては平成 30 年 2 月 28 日付け厚生労働省告示第
38 号 5）により，変更された検体の部位を採取し，対
象項目全てについて妥当性を再評価した．  
 
2．3．2 野菜 

2.3.1 と同様に妥当性未評価の農薬の評価を行っ
た．また野菜で度々使用される農薬のうち，過去に
回収率が超過し妥当性が確認できなかった農薬のマ
トリックス添加法による検討と再評価を実施した．  

 
2．4 農薬の実態調査及び安全性評価 
本県での生産量，収穫時期，流通時期，流通地域

等を考慮して作成された検査計画 6）に基づき，県内
の集荷所，市場，小売店で収去され，当所に搬入さ
れた農産物の測定結果を対象として検討した．当所

で検査を実施した農産物を令和元年度県民健康・栄
養調査 7）に基づき分類したものを表 2 に示す．より
使用実態を反映させるために，報告下限値 0.01ppm
未満で検出し，マススペクトルにより同定できた農
薬及び濃縮や C18 固相カラム精製を行い同定でき
た農薬の定量結果を収去検査結果と合わせて集計し
た．なお，検出と同定できる限界の濃度（以下本報
告では「検出下限値」とする）は一律 0.001ppm と
した． 
また農薬の摂取量を推定する食品群として，検査

検体数が少なく，かつ農薬の検出がない食品群（そ
の他の穀類，きのこ類及び種実類）を除いた穀類（米），
いも類，野菜類（緑黄色野菜，その他の野菜），及
び果実類（生果）を選び，食品群別摂取量と農薬の
測定値から摂取量を推定した．測定値は食品群ごと
に残留濃度の平均値を用いた．なお，厚生労働省が
行った令和元年度食品中の残留農薬等の一日摂取量
調査 8)においては，不検出については濃度を 0 とし
た場合と，定量下限値とした場合の 2 通りで報告さ
れている．しかし，本報告では検出下限値まで定量
を行ったため， 0 と検出下限値の中央値の
0.0005ppm（0.5ppb）の農薬を含有しているものと
仮定して平均値を算出した．また県民の平均体重
（59.9kg）を乗じて 1 人当りの量に換算した ADI と
推定した摂取量を比較し，その占有率（以下「対 ADI
比」という）を求めた． 

 
3 結果及び考察 
 
3．1 妥当性評価 
果実の妥当性が新たに確認された項目数（りんご

及びオレンジの両方で適合）は，評価した全 197 項 

 表 1 種類別，試験法別検査項目 
農薬種類 GC/MS検査項目 LC-MS/MS検査項目 GC検査項目 計
殺虫剤

（殺ダニ剤含む）
ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎｽ，ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ，

ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ，他64
ｲﾝﾄﾞｷｻｶﾙﾌﾞ，ﾁｱﾒﾄｷｻﾑ，

ﾉﾊﾞﾙﾛﾝ，他16 ｱｾﾌｪｰﾄ，ﾒﾀﾐﾄﾞﾎｽ 88

殺菌剤 ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ，ﾄﾘﾌﾛｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ，
ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ，他37

ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ，ｼｱｿﾞﾌｧﾐﾄﾞ，
ｼﾌﾟﾛｼﾞﾆﾙ，他7 - 50

除草剤 ﾄﾘﾌﾙﾗﾘﾝ，ﾍﾟﾝﾃﾞｨﾒﾀﾘﾝ，
ﾒﾄﾗｸﾛｰﾙ，他49

ｼﾞｳﾛﾝ，ﾋﾟﾘﾌﾀﾘﾄﾞ，
ﾗｸﾄﾌｪﾝ，他15 - 70

薬害軽減剤 ﾍﾞﾉｷｻｺｰﾙ，ﾒﾌｪﾝﾋﾟﾙｼﾞｴﾁﾙ ｸﾛｷﾝﾄｾｯﾄﾒｷｼﾙ - 3

植物成長調整剤 ｴﾄｷｻｿﾞｰﾙ，ﾄﾘﾌﾞﾎｽ，
ﾊﾟｸﾛﾌﾞﾄﾗｿﾞｰﾙ - - 3

計 164 48 2 214
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目中 112 項目であり，果実で多用されるアクリナト
リンやフェンプロパトリン等が再評価により妥当性
を確認した．また未評価農薬のボスカリドについて
も妥当性を確認した．マトリックス添加法を検討し
た結果，妥当性が確認されたのはジフェノコナゾー
ル及びテブコナゾールであった． 

野菜の妥当性が確認された項目数（キャベツ，ほ
うれんそう及びばれいしょの全てで適合）は，評価
した全 10 項目中 8 項目であり，野菜での使用頻度
が高かったトルフェンピラドやフィプロニル等が再
評価により妥当性を確認した．また未評価農薬のボ
スカリドについても妥当性を確認した．マトリック
ス添加法で妥当性が確認できたのはアラクロールの
１項目であった． 
 
3．2 農薬検出状況 

令和元年度から 2 年度に検査を行った結果を表 3
に示す．全 353 検体の農産物中 124 検体（報告下限 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
値未満を含めると 175 検体）で農薬が検出された．
その内 3.1 より新たに妥当性が確認できた項目が検
出された検体数は 43 検体（報告下限値未満を含め
ると 65 検体）であった．いずれも基準を超えて検出
された検体はなかった． 

検出された農薬について，国内産及び輸入農産物
別に図 1 に示す．国内産農産物からは 30 種類の農
薬が検出され，内訳は殺虫剤が 19 種類，殺菌剤が 9
種類，除草剤が 2 種類であった．検出数が最も多か
ったのは殺菌剤のボスカリドの 29 であった．また
現在使用できない有機塩素系殺虫剤の DDT，アル
ドリン及びディルドリンがいも類から報告下限値未
満で検出された．過去に使用され，現在も残留して
いる土壌で栽培された作物に移行し，残留したと考
えられた．他機関においても根菜類・塊茎作物やウ
リ科の野菜類から検出された事例 8)がある． 

輸入農産物からは 15 種類の農薬が検出され，内
訳は殺虫剤が 7 種類，殺菌剤が 8 種類であった．検
出数が最も多かったのは殺虫剤のクロルピリホスの
35 であった．クロルピリホスは国内産農産物ではほ
とんどが検出下限値以上，報告下限値未満の残留で
あったのに対し，輸入農産物では約 80%が報告下限
値以上で検出された． 
 
3．3 農薬残留実態に基づく安全性の評価 

図 1 に示した検出数が多かった 9 種類の農薬と，
食品摂取量が多い米で検出したトリシクラゾールの  

表 3 農産物残留農薬検査結果の集計 

表 2 令和元年度県民健康・栄養調査に基づく収去検査農産物の分類  

※20 歳以上，907 名の平均値 

検体数

検査 0.001ppm以上，
0.01ppm未満

0.01ppm以上，
基準値以下

基準値
超過

国内産
農産物 219 31(12) 76(35) 0

輸入
農産物 134 20(10) 48(8) 0

合計 353 51(22) 124(43) 0

　 内，新たに妥当性が確認できた
　 項目が検出された検体数（ ）

分類 小分類 食品群別摂取量 ※
(g/人/日)

米・加工品 295.4 米 15
その他の穀類・

加工品 114.1 とうもろこし 5

いも類 いも・加工品 49.7 かんしょ，ばれいしょ，ながいも 10

緑黄色野菜 95.8
トマト，にんじん，ほうれんそう，ピーマン，
アスパラガス，オクラ，かぼちゃ，きょうな，

こまつな，ブロッコリー
65

その他の野菜 200.8 キャベツ，きゅうり，だいこん，たまねぎ，
はくさい，セロリ，なす，ねぎ，レタス 69

果実類 生果 91.5

みかん，なつみかん，オレンジ，グレープフルーツ，
レモン，バナナ，りんご，あんず，アボカド，かき，

キウィー，すいか，日本なし，パイナップル，
ぶどう、もも

182

きのこ類 きのこ類 20.4 えのきたけ，ぶなしめじ 4
種実類 種実類 4.8 くり 3

野菜類

令和元年度県民健康・栄養調査 検査
検体数収去検査農産物

穀類
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計 10 種類について，農薬の推定摂取量を算出し，
ADI と比較した（表 4）．対 ADI 比は 0.01%～1.30%
であり，最も高かったのはクロルピリホスであった．
本評価に用いた食品群の食品摂取量の合計 733.2g
は，肉類や飲料等を含めた全食品群の合計 2109.8g
の約 30%であったが，農薬の含有量が高い野菜や果
実の食品群が含まれていることや，加熱調理による
減少も考慮していないことを考えても，ADI に対す
る摂取量は十分低いと考えられた．このことから，
長野県に流通する農産物中の残留量は，県民の日々
の平均的な食品摂取では直ちに健康に影響が出る量
ではないことが推察された． 
なお厚生労働省が公表している令和元年度食品中

の残留農薬等の一日摂取量調査結果8)において検出
した農薬は当所で妥当性評価を実施していないもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
も多く含まれていたため，今後も妥当性評価を実施
し，測定項目を見直すことが必要と考えられた． 

 
4 まとめ
 
①防除暦等で多用が確認される農薬の妥当性評価を
実施し，より農薬の使用実態に即した検査が可能
となった． 

②県内に流通する農産物中の収去検査結果及び報告
下限値未満で検出した農薬の集計を行った結果，
ボスカリドが 37 検体の農産物で残留していた．
また輸入果実からクロルピリホスが検出された検
体の約 80%以上が報告下限値以上の残留であっ
たが，国内産果実ではほとんどが痕跡レベルの検
出に留まっていた． 

図 1 産地別農薬別検出数 
括弧内は農薬の種類を表す．(虫)：殺虫剤，(菌）：殺菌剤，(草)：除草剤 

0 10 20 30 40

ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ(菌)
ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ(虫)
ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ(虫)
ﾃﾌﾞｺﾅｿﾞｰﾙ(菌)
ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ(菌)

ﾄﾘﾌﾛｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(菌)
ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎｽ(虫)
ｱｸﾘﾅﾄﾘﾝ(虫)
ﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ(虫)

ﾌｪﾝﾊﾞﾚﾚｰﾄ(虫)
ﾃﾌﾙﾄﾘﾝ(虫)

ﾃﾌﾞﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ(虫)
ﾌﾟﾛｼﾐﾄﾞﾝ(菌)

ﾌｪﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾄﾘﾝ(虫)
ｼﾞﾌｪﾉｺﾅｿﾞｰﾙ(菌)

ﾄﾘﾌﾙﾗﾘﾝ(草)
ｸﾛﾁｱﾆｼﾞﾝ(虫)
ﾁｱﾒﾄｷｻﾑ(虫)
ﾀﾞｲｱｼﾞﾉﾝ(虫)

DDT(虫)
ｵｷｻｼﾞｷｼﾙ(菌)
ﾄﾘｼｸﾗｿﾞｰﾙ(菌)

ﾉﾊﾞﾙﾛﾝ(虫)
ﾌｪﾆﾄﾛﾁｵﾝ(虫)
ﾒﾁﾀﾞﾁｵﾝ(虫)

ｱﾙﾄﾞﾘﾝ及びﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘﾝ(虫)
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計 10 種類について，農薬の推定摂取量を算出し，
ADI と⽐較した（表 4）．対 ADI ⽐は 0.01%〜1.30%
であり，最も⾼かったのはクロルピリホスであった．
本評価に⽤いた⾷品群の⾷品摂取量の合計 733.2g
は，⾁類や飲料等を含めた全⾷品群の合計 2109.8g
の約 30%であったが，農薬の含有量が⾼い野菜や果
実の⾷品群が含まれていることや，加熱調理による
減少も考慮していないことを考えても，ADI に対す
る摂取量は⼗分低いと考えられた．このことから，
⻑野県に流通する農産物中の残留量は，県⺠の⽇々
の平均的な⾷品摂取では直ちに健康に影響が出る量
ではないことが推察された． 

なお厚⽣労働省が公表している令和元年度⾷品中
の残留農薬等の⼀⽇摂取量調査結果8)において検出
した農薬は当所で妥当性評価を実施していないもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
も多く含まれていたため，今後も妥当性評価を実施
し，測定項⽬を⾒直すことが必要と考えられた． 

 
4 まとめ 
 
①防除暦等で多⽤が確認される農薬の妥当性評価を

実施し，より農薬の使⽤実態に即した検査が可能
となった． 

②県内に流通する農産物中の収去検査結果及び報告
下限値未満で検出した農薬の集計を⾏った結果，
ボスカリドが 37 検体の農産物で残留していた．
また輸⼊果実からクロルピリホスが検出された検
体の約 80%以上が報告下限値以上の残留であっ
たが，国内産果実ではほとんどが痕跡レベルの検
出に留まっていた． 

図 1 産地別農薬別検出数 
括弧内は農薬の種類を表す．(⾍)：殺⾍剤，(菌）：殺菌剤，(草)：除草剤 
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③検出数が多かったクロルピリホスやボスカリド等

の農薬について，平均濃度と県民の食品群別摂取  
量で算出した推定農薬摂取量の ADI に対する占
有率は最大 1.30%であり，直ちに健康に影響を与
える残留量ではなかった． 
今後も使用状況は変化していくことが推測され，

妥当性評価により測定項目を見直すことで，より実
態に即した検査を実施していく必要があると考えら
れた． 
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表 4 平均濃度で残留する食品を食べた場合の推定農薬摂取量と対 ADI 比 

※1：食品群内の全ての食品で検出下限値未満の場合は検出範囲を N.D.（不検出）とし，平均濃度は検出濃度と
不検出の食品が検出下限値の 50%を含有していると見なして算出した．妥当性が確認できていない項目（-）
は計算に使用しなかった． 

※2：平均濃度に県民健康・栄養調査食品群別摂取量（表 2）を乗じ，算出した各食品群の推定農薬摂取量の合計． 
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